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＜調査研究報告書タイトル＞ 

 『調査事業報告書』 

【副題】 

(a)   母子保健活動で利用されている問診票等を参照したアセスメント候補項目リストの

作成 

(b)  全国調査によるアセスメント候補項目の予備的評価 

(c)   特に支援・介入が必要な、子ども・家庭・妊産婦を把握するためのアセスメントツー

ル構成案の構成 

 

＜実施主体名＞ 

国立研究開発法人 産業技術総合研究所 

 

 （以下、調査研究報告書の概要を記載。） 

 本事業の根幹たる目的は、妊娠届出時・母子手帳交付時や、新生児訪問事業、各種乳

幼児健康診査等の母子保健活動のなかで、児童虐待を含む子どもの不適切養育の発生

や、保護者の心身不調等なんらかの理由に基づく養育上の不調の発生が危惧される状況

(以下、社会的リスク)を的確に捉え、慎重なアセスメントを促し、必要な支援や介入に

つなげ、児童虐待等の予防ならびに早期発見を実現することである。当該目的を達成す

るために、(1)すでに各種母子保健で利用されているアセスメントツールや文献情報等

から、社会的リスクに関連しうるアセスメント項目を可能な限り広範に収集し、(2)全

国市区町村・児童相談所を対象とする全国調査によって各項目に定量的な評価を与え、

(3)アセスメントツールの素案構成と予測的妥当性の基礎評価を実施し、(4)国際的な指

針や実務的視点からツールを精査した。これらの手続きにより、特に妊娠期の母子保健

活動での利用を想定したアセスメントツールの構成案と、乳幼児期の母子保健活動での

利用を想定したアセスメントツールの構成案が作成された。アセスメント項目の収集で

は、全国市区町村の母子保健主管部門から提出された問診票やアセスメントツール

(1812 箇所から提出された 6472 書式)に加え、各種関連先行文献・資料等から項目を抽

出し(一次抽出: 638 項目)、意味的な類似性等を考慮して統合した(204 項目)。これに

より、妊娠期から乳幼児期にかけて利用可能な、心理社会的側面を含めた多面的なアセ

スメント観点が抽出された。そして、収集されたアセスメント項目を利用した全国調査

を実施し、各項目に対して定量的な評価を加えた。具体的には、全国市町村母子保健主

管部門、全国市町村児童虐待相談対応部門、児童相談所児童虐待対応部門を対象に、事

例単位でのアセスメント項目該当情報を収集し、各項目の該当状況と社会的リスク項目

(アウトカム)の該当状況との関連を分析した。これらの結果は、本報告書ならびに別添

資料(事業報告サマリー/アセスメント項目情報リスト)に掲載されている。 

 本事業の調査で得られた各種知見を総括し、母子保健活動で利用可能なアセスメント

ツールの構成案が作成され、これにあわせて、事業の限界点や成果物の利用方法に関す

る留意事項等が整理された。 

 

 

 


